
 

 

別表 審査対象となる範囲 

 利益相反管理の対象（例示） 経済的利害関係（年額） 

１ 
同
一
組
織
か
ら
の

金
銭
の
供
与 

科学研究費、受託研究費、奨学寄附

金、助成金等の研究費の受入れ 
200万円を超える場合 

２ 
知的財産権（特許等の実施許諾、権利

譲渡）によるロイヤリティ 

３ 

上
記
１
～
２
以
外
の
金
銭
の
供
与
で
、
個
人

の
収
入
と
な
る
も
の 

個人の収入となる金銭の供与（ただ

し、国、地方公共団体、独立行政法

人、教育機関及び病院等（予防診断を

含む医療行為を行う場合）を除く。）

による給与、報酬、謝金 100万円を超える場合 

４ 
学術指導（技術研修等を含む）、技術

移転による報酬 

５ 講演料、原稿料 

６ 設備・機器の受入れ（無償の物品を含む） 

200万円相当を超える場合 ７ 人的支援（研究員等）の受入れ 

８ 株式（未公開株・新株予約権を含む）の保有 

９ 同一組織からの物品・サービス等の購入 500万円を超える場合 

10 
本学の学生・研究生等を企業等の活動に従事さ

せている 
― 

11 

上記のほか、経済的利害関係がある（何らかの

経済的な利益を得ている）または産学連携活動

に類似した活動を実施している 

― 

12 上記のほか、倫理審査申請に必要な場合 ― 

 


